
論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

■居住サポート住宅の概要
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・入居者が要援助者に該当する場合は、３つのサポート（安否確認、見守り、福祉サービスへのつなぎ）すべてを基準
に適合する方法・頻度により提供しなければならない。（要援助者として３つのサポートを受けるかについては、
入居者の心身の状況や希望等を踏まえ、基本的には認定事業者から提案し、入居希望者との合意により判断される。）

・入居者が要援助者に該当しない場合は、当該入居者の心身の状況や希望等を踏まえ、必要に応じて基準に準ずる
サポートを提供する必要がある。

論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

■居住サポート住宅の概要
出展：国土交通省



■居住サポート住宅の認定基準の概要

〇賃貸住宅供給促進計画において、居住サポート住宅の規模及び設備の基準を強化又は緩和し、
専用住宅の戸数の基準を強化が可能

論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について
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４

論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

出展：国土交通省■居住サポート住宅の認定基準（ハード）の概要



《居住サポート住宅認定制度 認定審査マニュアル 抜粋（国土交通省・厚生労働省 R7.9月）》

■家賃その他賃貸の条件
１）基本的な考え方
賃貸住宅の入居者の家賃の額が、近傍同種の住宅の家賃の額と均衡を失しないよう定められるもので

あるかを審査します。

２）留意事項
〇家賃の額が近傍同種の住宅の家賃の額と均衡を失しないことの確認にあたり、一見して法外なもの
である場合、申請者に対して説明を求めます。

〇基本的には、インターネット上で公開されている民間賃貸住宅の家賃の額と比較するなどの方法が
考えられられますが、その他の方法として、公営住宅における近傍同種家賃の算定方法を参考に
することも考えられます。

論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について
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論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

出展：国土交通省■居住サポート住宅の認定基準（安否確認）の概要

６



論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

《居住サポート住宅認定制度 認定審査マニュアル 抜粋（国土交通省・厚生労働省 R7.9月）》

■要援助者に対する居住サポートの内容：安否確認
１）基本的な考え方（国認定審査マニュアル（R7.9.26）》
○「安否確認」とは、入居者の無事を確認することです。常時作動し異常の有無を検知する通信機器
の設置又は１日１回以上の訪問等のいずれかにより、確認することとします。

（なお、通信機器については、異常の有無を判断する期間が24時間以内であること、
当該機器の故障があった場合には故障があったことが適切に検知される仕様であることが必要。）

○１日１回以上の安否確認が担保される方法になっているか、異常検知後の対応結果を認定事業者が
把握できる体制になっているかを実施計画と添付書類（居住安定援助の内容の概要図）により審査

２）留意事項
ⅰ)安否確認の通信機器に該当しないもの
○通信機器による安否確認の場合は、添付書類（機器の種類、仕様がわかるもの）で、当該機器が
どのような方法で異常検知するか等を確認します。

○緊急通報装置、ペンダント、タブレットのように、入居者の発報によってのみ異常を検知する
機器は、発報できない状況で異常が発生した場合（例：入居者が発報前に意識を失う等）を
検知できないため、安否確認の機器には該当しません。

○計画審査時点において、認定主体による通信機器の設置確認や動作確認は不要とします。

ⅱ)訪問等による安否確認は認定事業者が実施
○なお、福祉サービスの一部を安否確認とみなして実施することは、各福祉サービスの法令・基準等
に抵触するおそれがあるため、基本的に想定しておりません。居住サポート住宅の入居者が福祉
サービスを利用している場合（または今後利用する場合）、当該福祉サービスに係る法令・基準等
を考慮した上で、居住サポート住宅における安否確認が提供されることに留意が必要です。

○休祭日も含めて毎日安否確認可能な方法が必要であるため、不定期な訪問となる宅配便、
郵便配達や新聞・牛乳等の配達を訪問等による安否確認とみなすことはできません。
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論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

出展：国土交通省■居住サポート住宅の認定基準（見守り）の概要
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論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

《居住サポート住宅認定制度 認定審査マニュアル 抜粋（国土交通省・厚生労働省 R7.9月）》

■要援助者に対する居住サポートの内容：見守り
１）基本的な考え方（国認定審査マニュアル（R7.9.26）》
○「見守り」とは、月１回以上の訪問等により、入居者の心身・生活の状況を確認することです。
入居者の心身及び生活状況の変化を確認する必要性から対面を原則とします。

○方法・体制・スケジュール等を記載した実施計画と添付書類（居住安定援助の内容の概要図）に
より、月１回以上の訪問等が実施できる体制になっているかを審査します。

○電話、ＳＮＳ、見守りの実施者が自宅に訪問するのではなく入居者が援助実施者の事務所等に
来訪することによる方法（例：食事会やレク等への参加）は、入居者の生活状況の変化

（ごみ屋敷になっている等）が把握できないため、不可とします。
○対面に類するものとして、入居者とコミュニケーションをとったうえで、スマートフォン等の
カメラ（ビデオ通話）で生活状況（家の中の様子）を把握する方法は可とします。

２)留意事項
ⅰ）見守りの実施者は原則、認定事業者
○見守りの実施者は、原則として認定事業者とします。
○認定事業者の責任下での委託も可能とします。ただし、委託契約を締結し、認定事業者が見守りに
よる入居者の心身・生活の状況を速やかに把握できる体制になっている必要があります。

○なお、福祉サービスの一部を見守りとみなして実施することは、各福祉サービスの法令・基準等に
抵触するおそれがあるため、基本的に想定しておりません。居住サポート住宅の入居者が福祉サー
ビスを利用している場合（又は今後利用する場合）、当該福祉サービスに係る法令・基準等を考慮
した上で、居住サポート住宅における見守りが提供されることに留意が必要です。
※ただし、生活困窮者自立支援制度における地域居住支援事業や、生活保護制度における被保護者
地域居住支援事業（P41において「地域居住支援事業」と総称する。）を受託して見守りを行う
場合は、居住サポート住宅における見守りとして活用することが可能です。
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論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

《居住サポート住宅認定制度 認定審査マニュアル 抜粋（国土交通省・厚生労働省 R7.9月）》

■要援助者に対する居住サポートの内容：見守り
２)留意事項
ⅱ)見守りにより、福祉サービスにつなぐ必要性を判断
○見守りの対応範囲は、必要に応じて福祉サービスにつなぐための入居者の心身・生活の状況確認ま
でとします。

ⅲ)見守りの実施者の職種・資格要件なし
○訪問等の実施者に職種・資格要件はありませんが、心身・生活状況の変化を確認できるよう、同一
者による見守りの実施、又は心身・生活状況の把握のためのチェックリスト等を用いて、訪問者が
変わっても同様の内容を確認可能な体制とすることが考えられます。

＜参考＞心身・生活状況の把握のためのチェックリスト例

ⅳ)複数人で入居する場合の見守りの提供
○入居者が２人以上の場合、状況に応じて、入居者のそれぞれに対して見守りを実施することが
必要です。
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出展：国土交通省■居住サポート住宅の認定基準（福祉サービスへのつなぎ）の概要
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論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

《居住サポート住宅認定制度 認定審査マニュアル 抜粋（国土交通省・厚生労働省 R7.9月）》

■要援助者に対する居住サポートの内容：福祉サービスへのつなぎ
１）基本的な考え方（国認定審査マニュアル（R7.9.26）》
○「福祉サービスへのつなぎ」は、入居者の心身・生活の状況の変化に応じて、必要な福祉サービス
を受けられるように、認定事業者が公的機関やサービス事業者等（以下「つなぎ先」という。）の
連絡先を入居者に提供し、入居者がつなぎ先に相談したことを確認することです。

※つなぎ先への同行、相談やサービス利用の調整等については、「福祉サービスへのつなぎ」の
基準上、必須ではありません。

○入居者の心身・生活の状況の変化に応じて、公的機関や福祉サービス事業者との連携体制が
確保されていること（つなぎ先を想定しているか、つなぎ先が民間事業者の場合は同意を得ている
か等）を実施計画・つなぎ先リスト等（添付書類 居住安定援助の内容の概要図）により審査します。

２）留意事項
ⅰ)福祉サービスへのつなぎの実施者は原則、認定事業者
○福祉サービスへのつなぎの実施者は、原則として認定事業者とします。
○例外として、認定事業者の責任下での委託も可能とします。ただし、委託契約を締結し、
認定事業者が実施状況を速やかに把握できる体制になっている必要があります。

○なお、福祉サービスの一部を、福祉サービスへのつなぎとみなして実施することは、各福祉サービ
スの法令・基準等に抵触するおそれがあるため、基本的に想定しておりません。
居住サポート住宅の入居者が福祉サービスを利用している場合（又は今後利用する場合）、
当該福祉サービスに係る法令・基準等を考慮した上で、居住サポート住宅における福祉サービスへ
のつなぎが提供されることに留意が必要です。

ⅱ)つなぎ先リストには公的機関が必要
○申請時の添付書類「つなぎ先リスト」は、要配慮者個々人の主たる課題に応じたつなぎ先となる
公的機関（地方公共団体、自治体の相談機関）、民間事業者等の名称・連絡先を明記する一覧表で
す。公的機関があるにも関わらず活用されないことは望ましくないため、認定事業者が提出したつ
なぎ先が民間事業者のみの場合、公的機関の付記が必要です。

○このため、自治体の関係部署や外部機関（自治体の相談機関）の一覧表を事前に認定主体が用意
しておきます。 12



論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

《居住サポート住宅認定制度 認定審査マニュアル 抜粋（国土交通省・厚生労働省 R7.9月）》

■要援助者に対する居住サポートの内容：福祉サービスへのつなぎ
２）留意事項
ⅲ)つなぎ先が民間事業者等の場合は同意書等が必要
○つなぎ先が民間事業者の場合は、連携を確認する書類として同意書等（担当者のサインor打合せの議
事録等の簡易的なものでも可）の添付が必要です。なお、公的機関は相談を断ることが想定されな
いため同意書等は不要です。

ⅳ)つなぐ福祉サービスは民間のサービスを含む
○入居者の心身及び生活の状況に応じて利用する福祉サービスには、次表のようなものがあります。

ⅴ)対応フローでサービス利用までの流れを確認
○申請時の添付書類に明記する「対応フロー」とは、福祉サービス利用までのつなぎ先への連絡

主体や認定事業者の把握方法等の流れを明示した図です。入居者が福祉サービスを利用できる
流れになっているかを確認します。

ⅵ)つないだ結果の確認は随時で良い
〇相談機関等につないだ結果、入居者が福祉サービスを利用したかどうかの確認は、居住サポートを
継続し適切に対応していくために必要ですが、前項「２-２-２見守り」の中で確認できれば良い
こととします。

ⅶ)運用上の留意事項
〇認定事業者は、居住サポート住宅を運用する上で、入居者の抱える課題に応じてつなぎ先リストに
記載していない相談窓口等につなぐことも差し支えありません。また、課題が複雑など、つなぎ先
の判断に迷う場合は、まずは「自立相談支援機関」において受け止めることとします。

13



論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

■居住サポート住宅の認定基準（居住サポートの対価）の概要

14
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論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

《居住サポート住宅認定制度 認定審査マニュアル 抜粋（国土交通省・厚生労働省 R7.9月）》

■要援助者に対する居住サポートの内容：提供の対価
１）基本的な考え方
○居住安定援助の提供の対価は、居住サポートの内容や頻度に照らして、不当に高額にならないもの
とします。「不当」の例として、居住サポート住宅において認定事業者が要配慮者にサービスを提
供するにあたり、当該事業者が既に同様のサービスを提供している場合に、その金額よりも高い対
価（利用料）とすること（要配慮者を合理的な理由なく差別化すること）等が考えられます。また、
一見して法外なものである場合、申請者に対して説明を求めます。

○居住サポートの内容や頻度に照らして、対価が著しく高額でないかを審査します。
○なお、居住サポートには、安否確認・見守り・福祉サービスへのつなぎだけでなく、認定事業者が
提供する、要配慮者の生活の安定を図るために必要な援助全般が含まれます（要援助者に対して提
供する場合だけでなく、居住サポート住宅に入居する要配慮者に対して提供する場合も含む）。

２）留意事項
ⅰ)福祉サービスとは切り分けて居住サポートを実施・対価を徴収
○福祉サービスの一部を居住サポートとみなすことは、各福祉サービスの法令・基準等に抵触するお
それがあるため、基本的に想定しておりません。そのため、居住サポート住宅の入居者が福祉サー
ビスを利用している場合（または今後利用する場合）、居住サポートは当該福祉サービスと切り分
けて実施されることになるため、当該福祉サービスの利用料とは別に居住サポートの対価を徴収
することになります。

ⅱ)対価は原則、入居者が負担
○居住サポートの対価は、基本的には、見守り等の居住サポートを受ける入居者が負担することを想
定していますが、その費用の一部を認定事業者が負担することも差し支えありません。

ⅲ)対価は幅を持たせた金額で申請可能
○対価は居住サポートの内容によって変わり得るため、想定する内容をもとに幅を持たせた金額で申
請しても差し支えありません。ただし、運用時に費用を最大値よりも増額する場合は、認定の変更
申請が必要になります。（費用を減額する場合は軽微な変更となるため、届出で可）

15



論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

（参考）国のモデル事業 実施事例
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論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

（参考）国のモデル事業 実施事例
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論点１－１ 居住サポート住宅の供給促進について

・居住サポート住宅の制度についてそもそもあまりよくわかっていない
・居住サポート（入居中の見守り、福祉サービスへのつなぎ）を得意とする居住支援法人等を知らない
・大家自らが訪問等による入居中の見守りを実施するのは業務量やコスト面等から困難なケースが多い
・不動産管理会社では（物件の数にもよるが）物件の巡視と兼ねて月１回程度の見守りであれば、可能かもしれない
・市場ではICT等の見守りサービスや少額保険等に対する孤独死に対する備え（孤独死保険等の加入）の普及が進んでいる
が、見守りについてはまだまだ道半ばの点もあるので、今回新たにできた居住サポート住宅の制度により訪問等による
見守り等がセットになった住宅はニーズはあると思う。

■不動産事業者（自社物件や管理物件を持つ不動産事業者）へのヒアリング結果

■居住支援法人へのアンケート調査結果（R7.２月実施）

問１ 居住サポート住宅認定制度が創設されたこ
とを知っている法人

知っており、関

心がある, 55, 73%

知っているが、関

心はない, 7, 9%

知らない, 10, 13%

未回答, 4, 5%

検討予定, 

42, 76%

事業を実施予定, 

5, 9%

未回答, 8, 15%

問２ 「知っており、関心がある」と回答した法人のうち、居
住サポート住宅について、検討している法人数

〇ヒアリングの結果より
・不動産事業者（大家や不動産管理会社）や居住支援法人など認定事業者になりうる方々は、
居住サポート住宅に関心があるものの居住サポート住宅の制度の認知が不足していること

・見守り等の居住サポートを得意とする居住支援法人の認知度が低いこと
・大家自らが見守り等の居住サポートを自ら実施するのは難しいが、不動産管理会社が物件の巡視を
兼ねた見守りは可能かもしれないこと

論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について
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■居住サポート住宅の供給促進について

（大阪府の考え方（案））
〇居住サポート住宅制度の認知度もまだ低いため、住宅供給側及び住宅確保要配慮者双方に
ホームページ等を通じて広く制度周知を実施する。
具体的な事業イメージがわくよう、国のモデル事業等の先進事例や、国の補助制度の
内容も含めながら普及啓発を行う。

〇居住サポート住宅については、大家と居住サポートを担う居住支援法人等との連携が
重要であることから、大家と居住サポートを担う居住支援法人等をつなぐ連携方策を
検討する。

〇住宅確保要配慮者の権利利益を不当に侵害することのないよう、基準に適合した運営を
確保するため、住宅セーフティネット法に基づき適切な指導及び監督を実施する。

論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について
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アパート, 

25380, 57%

マンション, 

13488, 30%

戸建て, 97, 

0%

その他, 

5,628 , 13%

物件種別 戸数

アパート 25,380

マンション 13,488

戸建て 97

その他 5,628
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論点１ー１ 居住サポート住宅の供給促進について

（参考）セーフティネット登録住宅について

➡大阪府内のセーフティネット登録住宅数：

44,593戸（うち専用住宅2,301戸）

H29年度 H30年度 R１年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

SN住宅 237 5,399 11,802 35,428 36,340 37,535 42,737 44,589

内、専用住宅 400 2,325 2,345 2,367 2,376 2,498 2,401

237 
5,399 

11,802 

35,428 36,340 37,535 
42,737 44,589 

400 2,325 2,345 2,367 2,376 2,498 2,401 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

登
録
数
（
戸
）

■セーフティネット登録住宅数の変遷

■物件種別

令和７年10月15日現在

■住宅区分

一般住宅（共同居住型住宅

でない）, 44,548 , 100%

共同居住型住宅, 45 , 0% 物件種別 戸数

一般住宅
（共同居住型でない）

44,548

共同居住型住宅 45

■家賃
（戸）

※入居中などの理由により家賃を非公開とする物件は除く
20



■セーフティネット住宅・居住サポート住宅に係る面積基準（国基準の改定について）

論点１ー２ 居住サポート住宅に係る認定基準等の緩和・強化について
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※国において、セーフティネット住宅と居住サポート住宅の面積基準は同じ 出展：国土交通省



■セーフティネット登録住宅の規模に係る登録基準（国の改正基準と府の現行基準の比較）

改正法 府基準 備考

一般型住宅
25㎡以上 ※新築住宅の場合

18㎡以上
改正法により新
築住宅と既存住
宅の区分が新た
に創設され、床
面積の基準が府
基準と同等の規
模に緩和された

18㎡以上 ※既存住宅の場合

一部供用型住宅
（居室の一部を共
用）

18㎡以上 ※新築住宅の場合

13㎡以上

13㎡以上 ※既存住宅の場合

共同居住型賃貸住宅
（ひとり親世帯を除
くシェアハウス）

・住宅の面積
15㎡×居住人数＋10㎡以上

・専用居室 9㎡以上（ただし1室1名）

・住宅の面積
13.5㎡×居住人数＋10㎡以上

・専用居室 7.5㎡以上（ただし1室1
名）

改正法による
は変更なし

共同居住型賃貸住宅
（ひとり親世帯向け
シェアハウス）

・住宅の面積
15㎡×Ｂ＋22㎡×Ｃ＋10㎡以上

・専用居室12㎡以上
（ただし、住宅の面積が15㎡×B＋24㎡

×C＋10㎡以上の場合、10㎡以上）

Ｂ：ひとり親世帯向け居室以外の入居可能者数
Ｃ：ひとり親世帯向け居室の入居可能世帯数

・住棟全体
13.5㎡×Ｂ＋20㎡×Ｃ＋10㎡以上

・専用居室10㎡以上
（ただし、住宅の面積が15㎡×B＋24㎡
×C＋10㎡以上の場合、8㎡以上）

Ｂ：ひとり親世帯向け居室以外の入居可能者数
Ｃ：ひとり親世帯向け居室の入居可能世帯数

改正法による
変更なし

〇住宅セーフティネット法の改正による大阪府の取り扱い
改正法により国のセーフティネット登録住宅の規模に係る登録基準（規模に関する基準）が
大阪府と同等の規模まで緩和されている。（大阪府における登録基準の取り扱いに変更はなし）

論点１ー２ 居住サポート住宅に係る認定基準等の緩和・強化について
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住宅の種類 緩和基準 備考

一般型住宅 床面積の規模「25㎡以上」を「18㎡以上」に緩和。
・都市部では一般的に床面積が小さく家賃相場が高いという
住宅事情や、平成8年～17年当時の最低居住水準が浴室確保
可能な「18㎡以上」とされていたことを考慮。

一部共用型住宅
（居室の一部を共用）

床面積の規模「18㎡以上（ただし、共用部分に共同し
て利用するため適切な台所、収納設備又は浴室若しく
はシャワー室を備えることにより、各居住部分に備え
る場合と同等以上の居住環境が確保される場合にあっ
ては、各居住部分が台所、収納設備又は浴室若しくは
シャワー室を備えたものであることを要しない。）」
を「13㎡以上（ただし、台所、浴室又はシャワー室の
いずれかが共用されているもののみを対象。）」に緩
和。

・有料老人ホームの登録対象面積（13㎡）や、一般型の18㎡
から台所、通路等の床面積を除いた面積を考慮。

・台所、浴室又はシャワー室が共用された場合であっても一
定の居住環境が確保されるものが、緩和の対象。なお、住
宅セーフティネット法施行規則第11条に規定のある収納設
備のみを共用する場合については、一般的に共用すること
による利用の効率化が見込みにくいことから、対象外。

共同居住型賃貸住宅（ひとり親世帯
を除くシェアハウス）

「住宅の面積 15㎡×A＋10㎡以上、専用居室の面積
９㎡以上」を「住宅の面積 13.5㎡※1×A＋10㎡以上、
専用居室の面積 7.5㎡以上」に緩和。

・共同居住型賃貸住宅とは、賃借人（賃貸人が当該住宅に居
住する場合にあっては、当該賃貸人を含む。） が共同して
利用する居間、食堂、台所その他の居住の用に供する部分
を有する賃貸住宅をいう。

・適正な共用部分を有し、一定の居住環境が確保されるもの
が緩和の対象。

・戸建て住宅を活用した共同居住型住宅とすることを想定し、
4.5畳（7.5㎡程度）、6畳（10㎡程度）を考慮。

・A≧2（A＝入居者数）
B≧1かつC≧1もしくは
B＝0かつC≧2
B：ひとり親世帯向け居室以外の入居者の定員
C：ひとり親世帯向け居室の入居世帯数の定員

・※１：15㎡－(9㎡－7.5㎡)＝13.5㎡
※２：22㎡－(12㎡－10㎡)＝20㎡
※３：24㎡－(12㎡－10㎡)＝22㎡
※４：10㎡－(12㎡ー10㎡)＝8㎡

共同居住型賃貸住宅（ひとり親世帯
向けシェアハウス）

「住宅の面積 15 ㎡×B＋22 ㎡×C＋10 ㎡以上、ひ
とり親世帯向け専用居室の面積 12㎡以上（ただし、
住宅の面積が15㎡×B＋24㎡×C＋10㎡以上の場合、10
㎡以上）」を「住宅の面積 13.5㎡×B＋20㎡ ※2×C
＋10㎡以上、ひとり親世帯向け専用居室の面積10㎡以
上（ただし、住宅の面積が13.5㎡×B＋22㎡
※3×C＋10㎡以上の場合、8㎡※4以上）」に緩和。

（参考）大阪府におけるセーフティネット登録住宅の緩和の基準の考え方

論点１ー２ 居住サポート住宅に係る認定基準等の緩和・強化について
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■居住サポート住宅の面積基準の緩和（案）について

国基準 府緩和基準（案） 備考

一般型住宅

25㎡以上 ※新築住宅の場合 18㎡以上

セーフティネット登
録住宅の規模と同等
とする

18㎡以上 ※既存住宅の場合 18㎡以上

一部供用型住宅
（居室の一部を共用）

18㎡以上 ※新築住宅の場合 13㎡以上

13㎡以上 ※既存住宅の場合 13㎡以上

共同居住型賃貸住宅
（ひとり親世帯を除く
シェアハウス）

・住宅の面積
15㎡×居住人数＋10㎡以上

・専用居室 9㎡以上（ただし1室1名）

・住宅の面積
13.5㎡×居住人数＋10㎡以上

・専用居室 7.5㎡以上（ただし1室1名）

共同居住型賃貸住宅
（ひとり親世帯向け
シェアハウス）

・住宅の面積
15㎡×Ｂ＋22㎡×Ｃ＋10㎡以上

・専用居室12㎡以上
（ただし、住宅の面積が15㎡×B＋24㎡
×C＋10㎡以上の場合、10㎡以上）

Ｂ：ひとり親世帯向け居室以外の入居可能者数
Ｃ：ひとり親世帯向け居室の入居可能世帯数

・住棟全体
13.5㎡×Ｂ＋20㎡×Ｃ＋10㎡以上

・専用居室10㎡以上
（ただし、住宅の面積が15㎡×B＋24㎡
×C＋10㎡以上の場合、8㎡以上）

Ｂ：ひとり親世帯向け居室以外の入居可能者数
Ｃ：ひとり親世帯向け居室の入居可能世帯数

【大阪府の考え方（案）】
・セーフティネット登録住宅に居住支援法人等による居住サポート（ICT等による見守りや福祉サービスへ
のつなぎ等）が付加されると居住サポート住宅としても活用が可能となりうることから、居住サポート
住宅の規模についてもセーフティネット登録住宅の規模の緩和の考え方と同様に、居住サポート住宅の
規模についても緩和を検討する。

・基準の強化・緩和の運用の時期については、今年度末までに大阪府居住安定確保計画の改定の方向性
（案）としてとりまとめた後、必要な手続き等を実施し、速やかに緩和基準での運用を予定

論点１ー２ 居住サポート住宅に係る認定基準等の緩和・強化について
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論点１－３ 居住サポート住宅の供給目標について

■居住サポート住宅の供給目標戸数の設定

■国における目標値の検討状況
〇改正住宅セーフティネット法のKPI（賃貸住宅供給促進計画の手引き（令和７年９月策定））

改正法の施行後 居住サポート住宅の供給目標：改正法施行後10年間で10万戸

【大阪府の考え方（案）】
当面は定性的な目標とした上で、居住支援法人や居住サポート住宅になりうる賃貸住宅のストックの
状況を見据えながら、地域の実情の把握に努め、居住サポート住宅等の供給の促進に努める。
（③の考え方を準用し、居住サポート住宅の供給戸数は観測指標として把握していく）

■賃貸住宅供給促進計画の手引き

（賃貸住宅の供給の目標）
登録住宅や居住サポート住宅の供給の目標については、できるだけ定量的な目標とすることが望まれます。地方公共団体に

おいては、既往の統計調査のほか、住宅確保要配慮者へのニーズ調査、空き家の実態調査、不動産事業者や居住支援法人からの
意見聴取等の情報も十分に活用し、地域の実情を踏まえた目標を設定するよう努めてください。

その際、
①ストックの観点から、登録住宅や居住サポート住宅として活用が見込める住宅の戸数を推計し、それを参考として登録住宅・居住
サポート住宅の目標を設定すること（登録住宅・居住サポート住宅の目標を一体的に設定することも考えられる）

②居住サポート住宅について、居住支援法人等のサポートを提供する担い手数の見込を推計し、それを参考として目標を設定するこ
とや、改正法案のKPIである「施行後10年間で10万戸」を参考として、人口規模や居住支援法人数等から逆算した目標を設定する
こと

③当面は定性的な目標とした上で、継続して地域の実情を把握し、定量的な目標設定に向けた検討を行うこと

なお、①や②は、住宅確保要配慮者の賃貸住宅への居住のニーズに対して、ただちに十分な量のストックやサポートの担い手を
確保できないことを想定し、初期の供給目標として設定する場合のものです。このため、達成状況に応じて、随時、目標の見直し
を図り、住宅確保要配慮者の居住のニーズを踏まえた施策を講じていくことが重要です。
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■登録住宅及び居住サポート住宅の供給目標の設定方法の一例により試算した結果
登録住宅・居住サポート住宅を合わせた供給戸数目標（※住宅土地統計調査等による推計）

施行後 約10年間で 52,000戸 （令和６年度末時点の登録住宅数 44,589戸 ➡施行後10年で 約7,400戸）

■大阪府の人口規模から逆算した場合 ■大阪府の居住支援法人数から逆算した場合
居住サポート住宅の供給戸数 7,073戸 居住サポート住宅の供給戸数 20,690戸


